
（新規） （変更） （新規） （変更）

北海道 19 6 0 13 滋賀県 4 1 0 3

青森県 2 0 0 2 京都府 2 0 0 2

岩手県 4 0 0 4 大阪府 6 1 0 5

宮城県 8 2 1 5 兵庫県 19 5 1 13

秋田県 2 1 0 1 奈良県 1 0 0 1

山形県 6 2 0 4 和歌山県 1 0 0 1

福島県 12 1 0 11 鳥取県 2 1 1 0

茨城県 2 0 1 1 島根県 10 3 0 7

栃木県 8 1 0 7 岡山県 6 4 0 2

群馬県 3 2 0 1 広島県 2 1 0 1

埼玉県 7 2 0 5 山口県 2 1 0 1

千葉県 8 2 0 6 徳島県 3 0 0 3

東京都 8 0 2 6 香川県 8 1 0 7

神奈川県 14 3 0 11 愛媛県 3 0 0 3

新潟県 8 4 0 4 高知県 2 1 0 1

富山県 6 1 0 5 福岡県 7 0 1 6

石川県 2 0 0 2 佐賀県 3 1 0 2

福井県 6 0 0 6 長崎県 8 4 0 4

山梨県 6 1 0 5 熊本県 9 2 0 7

長野県 8 6 0 2 大分県 6 0 0 6

岐阜県 8 0 2 6 宮崎県 2 0 0 2

静岡県 7 2 0 5 鹿児島県 5 1 0 4

愛知県 19 1 0 18 沖縄県 1 0 0 1

三重県 9 6 1 2 合計 294 70 10 214

　※特区の認定数には、規制の特例の追加を含む変更地区を含む。

地域再生

都道府県別認定件数

都道府県名 合計 地域再生 都道府県名
特区 特区

合計



都道府県名 １回 ２回 ３回 ４回 取消し* ５回 合計

北海道 5 3 4 8 6 26
青森県 2 0 0 1 3
岩手県 1 0 4 3 8
宮城県 2 0 1 4 2 9
秋田県 0 0 1 2 1 4
山形県 2 0 0 2 2 6
福島県 2 1 1 2 1 7
茨城県 2 2 0 5 9
栃木県 0 2 0 0 1 3
群馬県 2 0 0 1 2 5
埼玉県 5 1 5 1 2 14
千葉県 6 1 1 0 2 10
東京都 5 3 1 2 11
神奈川県 8 2 3 2 3 18
新潟県 2 1 0 4 4 11
富山県 0 0 2 1 1 4
石川県 2 0 1 3 6
福井県 0 1 0 4 5
山梨県 4 1 1 0 1 7
長野県 13 6 1 3 6 29
岐阜県 4 3 6 1 -1 13
静岡県 2 1 1 1 2 7
愛知県 3 2 2 2 -1 1 9
三重県 1 0 3 3 6 13
滋賀県 1 0 0 1 1 3
京都府 4 2 1 1 -1 7
大阪府 5 0 2 1 1 9
兵庫県 11 1 3 3 -1 5 22
奈良県 0 3 2 2 7
和歌山県 1 0 2 3 6
鳥取県 0 1 1 0 1 3
島根県 0 0 0 5 3 8
岡山県 2 1 5 2 -1 4 13
広島県 3 0 0 2 1 6
山口県 4 0 0 1 -1 1 5
徳島県 2 1 0 1 -1 3
香川県 2 0 3 0 1 6
愛媛県 1 0 2 1 -1 3
高知県 0 0 2 1 1 4
福岡県 4 1 1 0 6
佐賀県 0 0 2 0 1 3
長崎県 0 0 3 3 4 10
熊本県 2 4 1 1 2 10
大分県 0 0 2 0 2
宮崎県 1 1 0 1 3
鹿児島県 0 1 1 3 1 6
沖縄県 0 1 0 1 2
その他 1 0 1 0 2
合計 117 47 72 88 -8 70 386

累計 117 164 236 324 316 386

 *）特例の全国化による計画の取消し

構造改革特区計画　都道府県別累計認定件数



地域再生計画　分野別認定状況

計画数

47

18

37

30

61

12

9

214

構造改革特区　分野別認定状況

分　　　野 第１回 第２回 第３回 第４回 取消し* 第５回 計

国際物流関連 15 2 1 18

産学連携関連 23 8 2 2 -3 2 34

産業活性化関連 12 4 4 10 30

ＩＴ関連 4 -1 1 4

農業関連 13 2 10 20 15 60

都市農村交流関連 14 7 7 10 11 49

教育関連 17 16 8 24 10 75

幼保連携・一体化推進関連 6 5 13 13 14 51

生活福祉関連 13 6 11 7 -4 5 38

まちづくり関連 1 9 5 2 17

地方行革関連 2 2

環境・新エネルギー関連 2 2 4

国際交流・観光関連 4 4

合　　計
117 47 72 88 -8 70 386

 *）特例の全国化による計画の取消し

 　複数の分野にまたがると思われる計画であっても、単一の分野でカウントしている。

合　　計

都市農山漁村交流・農林水産・バイオマス

備　　考分　　野

住環境・コミュニティ再生

地場産業・中小企業活性化

産業再生・産学連携・雇用創出

観光・国際交流

文化・生涯学習

生活福祉



都道府県別 地域再生計画の認定状況（第１回） 

認定計画が１５件以上 

認定計画が１０件以上 

認定計画が５件以上 

認定計画が４件以内 

認定計画なし 

 



都道府県別 特区計画の認定状況（第１回～第５回） 

認定特区計画が２０件以上 

認定特区計画が１５件以上 

認定特区計画が１０件以上 

認定特区計画が９件以内 

 



第１回 第２回 第３回 第４回 取消 第５回 累計 第１回 第２回 第３回 第４回 取消 第５回 累計
※ 総数 ※ 総数

市町村単独 54 31 45 70 -5 54 249 55 31 50 73 -5 57 261

市町村共同 1 2 2 0 1 6 1 2 2 0 1 6

複数県共同 1 0 1 0 0 2 1 0 1 0 0 2

県単独 25 6 10 8 -1 4 52 29 6 14 13 -1 5 66

県・市町村共
同 26 8 5 2 -2 7 46 28 8 5 2 -2 7 48

その他 3 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 3

110 47 63 80 -8 66 358 117 47 72 88 -8 70 386

　※　特例の全国展開に伴う計画の取消

主体数 計画数

第１～５回 申請主体別　特区計画の認定数


